



































































































































































































































































































































































1973 14.0 1０．２ 1７．２ ６．４ 1３．２ 61.0 3.6 3５．４ １００
1974 1４．４ 1０．４ 1７．５ ６．３ 1３．３ 6１．９ ３．５ 34.6 １００
1975 1５．１ 1０．５ 1７．９ ６．４ 1３．７ 6３．６ 3.4 33.0 １００
1976 1５．３ 1０．６ １７．８ ６．３ 1３．７ 6３．７ 3.2 33.1 １００
1977 1５．２ 1０．７ 1７．８ ６．３ 1３．７ 6３．７ 3.0 3３．３ １００
1978 1５．２ 1０．７ 1７．９ ６．３ 1３，６ 6３．７ 2.9 3３．４ １００
1979 1５．６ 1０．８ 1８．２ ６．３ 1３．２ 6４．１ 2.8 3３．１ １００
1980 １６．１ 1１．２ 1８．６ ６．３ 1３．３ 6５．５ 2.8 3３．７ １００
1981 1６．４ ｎ.５ 1８．５ ６．４ 1３．４ 6６．２ ２．７ 3１．１ １００
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資料出所：oECnEmploymentOutlook，Sept、1984.
技術的職業と管理的職業を合わせてみると，そこへの就業者の占める割合が
著しく高い。全産業におけるサービス職業従事者の占める割合は，1973年以
降でも60％台と高く，1982年では67.6％と著しく高い率となっている。
民間におけるサービス部門（第３次産業）の雇用状況を国別に示したのが
表－２である。ＯＥＣＤ発表の本表によれば，雇用者総数に占めるサービス
部門雇用者の割合は，1970年以降ほとんどの国で年々増加しているが，その
割合，伸び率とも地域によって異なる。とりわけ北米地域は，1970年の61.1
％から1983年の68.5％へと著しい伸びを示し，地域別にみた場合，その構成
比はもっとも高い。
以上のように，就業者数に視点をおいてみれば，サービス職業への重点移
動と第３次産業雇用の拡大が明らかである。自由裁量原価への影響要因は，
これにつきるものではなく，なお複雑であろうが(29)，少なくとも上のこと
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がそれの管理の重要性を認識させた社会経済的背景を典型的に示すものとみ
ることは可能であろう。このように，企業においては，現実に進展しつつあ
るサービス機能の拡充化に伴って生起した自由裁量原価の増加傾向が経営管
理にインパクトをもたらし，そのことによってそれ自体をコントロールしうる適
切な管理技法を要請するにいたったとみることができるであろう。ＺＢＢは，
必ずしも最適な客観的基準を内在化しえていないものの，当面はこの要請に
応えることのできる管理技法として適用されているといえる。このようにみ
てくると，ＺＢＢを支える基本的概念を浮き彫りにすることができる。この
点については，Macintoshの見解が示唆に富む。ちなみに，彼はそれについ
て３項目をあげている。つまり，１．ＺＢＢは，自由裁量原価管理のために提
唱される。２．自由裁量原価概念が，ＺＢＢを支える理論的基礎概念であるな
ら，増分ＤＰが，ＺＢＢの実施面での基礎になる。３．ＤＰの順位付けは，
高度の選択的プロセスである(30)。
繰り返すことになるが，自由裁量原価は，一般に最適な予定消費額がつか
めないものとして理解されている。このために，当該経営活動に対する適確な
予定消費額は，結局は管理者に許容された判断ないしは裁量に依拠して決定
されなければならないということが指摘される。ＤＰの順位付けは，このような
判断に依拠してその原価を管理するための手段として適用されている。この場
合，各ＤＰの決定は，管理責任者の判断によって左右されるから，ＺＢＢの
プロセスでは，管理者の意思決定の側面が重視されることになる。そこで，
水平的・垂直的な管理活動として遂行されるＤＰの順位付け手続は，つまる
ところ，企業内資源の再配分を行うプロセスとして重要な意味をもつととも
に，やや直裁にいえば，責任会計システムの再編過程ともかかわることにな
るであろう。
以上のように，ＺＢＢの適用領域は基本的には限られているものの，それ
は，管理者の管理責任を一層明確化するということを媒介にして，計数的管
理基準の規範性あるいは正当性の形成に役立つであろう予算編成のプロセス
が顕在化したかたちをとっている(31)。ＺＢＢにおいては，このようにして形
成された企業予算が，予算統制プロセスに一定の方向性を与えるとともに，
やや付言的にいえば，それが戦略的計画と結びつくことによって経営資源の
－１２７－
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最適配分に可能性を与えるものと期待されることになるのである。
〔注〕
⑪Ｃｆ，Ｒ、Ｎ、Anthony＆Ｒ、Ｅ、Herzlinger，ManagementContro1inNonprofit
Organizations，1980,ｐ、336．
(21）Ｃｆ，』．』・Williams，Zero-BaseBudgeting：ProspectsforDeve】opingA
Semi-CmfUsingBudgetinglnformationSystem，Accounting，Organizations
andSociety，ＶｏＬ６１Ｎｑ２，1981,ｐ、153．
(ZDIDia.，P、１５３．
脚Ｃｆ，Ｒ､Ｎ、Anthony，Ｊ・ＤｅａｄｅｎａｎｄＲ､EVancil，ManagementControlSys-
tems，1965,ｐｐ、１７０～175°
Ｃ0Ｊ．Ｄ・nlompson，OrganizationsinAction，1967,ｐ、８６．
むお，これに関して，Ｎ、BMacintosh，ControlofDiscretionaryCostswith
ZBB，CostandManagement，May-Junel980，Ｐ２７を参照。
C9Jbjd.，ｐ､２７．
㈹Ｐ.Ｊ・Stonich，Zero-BasePlanningandBudgeting，1977,ｐ、１１．
０，Ｃｆ.,Ｊ、Ｊ，Williams，ｏｐ・ciIh，ｐ、154．
ＵＢＩ砧id.，ｐ、１５４．
０，たとえば，インフレーションの影響をあげることができる。また，研究開発費や宣
伝広告費や社風教育費の大幅な増加傾向も，各種の統計資料や会計諸表によって知る
ことができる。
Ｇ０Ｃｆ，Ｎ、Ｂ・Macintosh，ｏｐ・cjt.，ｐｐ、２６～29.
81）ゼロベース予算が，経営管理用具としての予算であるなら，それはやはり統制活動
に対する役立ちをもつものでなければならないであろう。この意味で，ゼロベース予
算といえども，それの綱成プロセスは，管理基準を正当化しうるように機能するもの
とみなければならない。
４．おわりに
今日，ＺＢＢに対する評価は定着していない城そのことをもたらした主因
の一つとして，ＺＢＢに関する対象認識に問題があったことをあげることが
できる。やや結論的にいえば，企業において，自由裁量原価の増加による重
圧が新たな管理問題を提起することになり，ＺＢＢはこの問題解決の手段と
して導入されたのである。したがって，ＺＢＢは，自由裁量原価の発生を認
識しうる領域における管理手段として，すぐれて貢献しうることを期待され
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てきたとみることができる。
本来，自由裁量原価の評価には適切な客観的基準を適用しえないという重
大な問題を伴うにもかかわらず，それのコントロールは，経営管理上の重要
な課題であるとして認識されるにいたっている。このような問題状況のなか
では，いわゆる社会的準拠テストが妥当な評価方法を提供する準拠枠として
容認されなければならない条件は揃っていたといえよう。ＺＢＢを基礎づけ
る概念が，この社会的準拠テストに適ったものとみえるところから，ＺＢＢ
は，経営管理上の要請に応えうる管理技法として，一定の役割をもつことを
期待されてきたといえる。
現在の時点においてとらえ直すなら，ＺＢＢが伝統的予算管理と競合する側面
をもつとしても，しかし，そのことのみが強調されるべきでなく，ＺＢＢのなかに
可能性として潜在していた側面も同時に注視されなければならない。たしかに，
伝統的予算管理は,複合的組織体(complexorganizations)のもとで､統合的
管理を志向しつつ，原則としてそのプロセスカ継続することを前提とするもので
あろう。これに対し，ＺＢＢは，むしろ不連続性，多様性などに力点をおいてい
る。しかし，そうであっても，ＺＢＢは，環境の変化に対応して組織的均衡を促
進するための管理活動に貢献する機能を遂行するであろう。上に示したＺＢＢ
に固有のプロセスは，経営上の変化の位證を示すように作用するからである。
今日でも，それは，自由裁量原価の持続的増加に伴って生じた種々の管理問題
に弾力的に対処する手段として，とりわけ事前管理に力点をおいて運用され
ている。その意味で；それは，かなり広範囲にわたる適用を企図されるもので
あるが，依然として科学的な基準を合理的に適用しえない管理プロセス的色
彩がつよいために，十分な統制機能を遂行しえないという問題が存在してい
る。しかるに，ＺＢＢに期待される役割は，必ずしも自由裁量原価の事前
管理に限定されているものではないが，しかし焦点をそこにおいているとみ
なければならない。そうであれば｝それは，伝統的企業予算と結びつくことに
よって，総合的管理手段としての機能の一端を遂行することが可能になろう。
もちろん，それ自体の限界を克服する試みが展開されている。その典型が，
ＺＢＢプロセスにおける基本的な評価手段として費用・便益分析を採用して
いることである。しかしながら，この分析技法では，アウトプットを合理的
－１２９－
金沢大学経済学部論築第６巻第２号１９８６．３
に測定する必要がある。だが，概念的にはともかく実務において一般にこれ
は困難であるとされている。したがって，これによってもなおゼロベース予
算が十分な情報を提供しえない場合には，ＺＢＢは，組織社会学の観点から
理論的に展開されることによってみずからを正当化しうるということが指摘
されるであろう(32)。かくして，ＺＢＢの意義と限界は，この点との関連にお
いて指摘されるであろう。
しかし，やや数桁していえば，そのことは，能率（efficiency）と有効性
（effectiveness）を柱とする業績原理を厳密に適用しえない経営管理領域が
拡張したこと，そしてそれの進展がいまや企業目的の達成にとって不可欠な
手段となっている管理この制度的メカニズムの編成構造とつながっていくこ
とによるものである。それは，管理基準の妥当性の根拠を一定の手続きを通じ
て能動的に確保するという問題であるとともに，環境条件の変化に対する適
応能力を高める制御機構を導出するという問題でもある。ＺＢＢは，このよ
うな課題を実現する管理手段として適用がはかられているとみることができ
るから，この意味でも，それの制度的形態としては，伝統的な制御システム
の限界を克服する方向においてそれを械極的な管理形態として定型化する展
開のなかで，予算の作成プロセスに重点がおかれることになろう。別言すれ
ば，ＺＢＢが自由裁量原価を主な管理対象として射程におさめた管理技法で
あればこそ〆管理基準としての企業予算の規範性・正当性を高める要件を充
足するように，予算作成プロセスがとりわけ重視されることになるのも当然の
なり行きである。このように，それは，伝統的予算管理よりも一層ポジティ
ブな，制度的形態と参加的アプローチを強調するものであるが，つまるとこ
ろ，現実機能の面におけるゼロベース予算の有効性は，少なくとも，ＺＢＢ
適用に基因して必然的に増大する情報ニーズと情報処理能力とのバランスの
問題，および管理者の資質と能力の問題をいかに解決するかにかかっている。
前者は，ＺＢＢが現時点において企業予算管理として自立しうるのかどうか
を性急に問うであろう。後者においては，管理者のパフォーマンス能力や制
御能力を高めることを前提して組織的効率および統合化機能を高める可能性
をＺＢＢに期待することになろう。このように，これらの課題は，ＺＢＢと
いう管理形態のもとで顕現化したものとして提起される。しかしながら，企
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業予算の基本的機能を基軸においてとらえ直せば，それは，むしろ企業予算
がみずからにかかえた新しい役割期待であるとみることができるであろう。
本稿は，企業予算を企業内における資源配分プロセスの主軸におく視点から，
ＺＢＢについての若干の基本的考察を行ってきたが，結果は不十分なものとな
ってしまった。論じえなかった点については，稿を改めてとりあげることにし
たい゜
⑪Ｃｆ.，Ｎ、Ｂ・Macintosh，ｏｐ.ｃ雌，ｐｐ、２７～28.
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